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連結子会社の吸収合併（簡易合併・略式合併）に関するお知らせ 

 

当社は、平成 27 年 10 月 27 日開催の取締役会において､当社の全額出資子会社である科研不動産サー

ビス株式会社を、下記の通り、吸収合併することを決議いたしましたので、お知らせいたします。 

 なお、本合併は全額出資子会社を対象とする吸収合併であるため、開示事項・内容を一部省略して開

示しております。 

 

記 

1. 合併の目的 

科研不動産サービス株式会社は当社の完全子会社であり､不動産事業を主体としております。親

会社である当社も不動産事業を行っており、保有する賃貸不動産の整理が進んだことから、グルー

プ経営の効率化を図るため、同社を吸収合併することといたしました。 

 

2. 合併の要旨 

（1） 合併の日程 

合併決議取締役会：  平成 27 年 10 月 27 日（火） 

合併契約締結：  平成 27 年 10 月 27 日（火） 

合併効力発生日：  平成 28 年 3 月 31 日（木）（予定） 

（注）本合併は、当社においては会社法第 796 条第 2 項、科研不動産サービス株式会社にお

いては会社法第 784 条第 1 項に基づき、それぞれ株主総会の承認を得ることなく行い

ます。 

 

（2） 合併の方法 

当社を存続会社とする吸収合併方式で、科研不動産サービス株式会社は解散いたします。 

 

（3） 合併に係る割当ての内容 

該当事項はありません。 
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（4） 消滅会社の新株予約権及び新株予約権付社債に関する取扱い 

  該当事項はありません。 

 

3. 合併当事会社の概要（平成 27 年 3 月 31 日現在） 

 吸収合併存続会社 吸収合併消滅会社 

(1)商号 科研製薬株式会社 科研不動産サービス株式会社 

(2)事業内容 
医薬品、医療機器及び農業薬品の製

造・販売、不動産賃貸 
不動産賃貸、ビルメンテナンス等 

(3)設立年月日 昭和 23 年 3月 1日 昭和 61 年 12 月 16 日 

(4)本店所在地 東京都文京区本駒込二丁目 28 番 8 号 東京都文京区本駒込二丁目 28 番 8 号

(5)代表者 代表取締役社長 大沼 哲夫 代表取締役社長 清水 裕介 

(6)資本金 23,853 百万円 88 百万円

(7)発行済株式総数 96,879,461 株 1,920 株

(8)決算期 3 月 31 日 3 月 31 日

(9)大株主及び 

持分比率 

日本ﾏｽﾀ-ﾄﾗｽﾄ信託銀行㈱ 

(信託口)         4.94％ 

東レ㈱          4.74％ 

㈱みずほ銀行       3.81％ 

農林中央金庫       3.81％ 

日本ﾄﾗｽﾃｨ・ｻｰﾋﾞｽ信託銀行㈱ 

(信託口)         3.59％ 

科研製薬㈱         100％ 

(10)直前事業年度の財産状況及び経営成績（平成 27 年 3 月期） 

純資産      77,100 百万円（連結） 3,858 百万円（単体）

総資産 115,135 百万円（連結） 10,308 百万円（単体）

  1 株当たり純資産 930 円 56 銭（連結） 2,009,894 円 83 銭（単体）

売上高 93,889 百万円（連結） 748 百万円（単体）

営業利益 20,631 百万円（連結） 535 百万円（単体）

経常利益 20,394 百万円（連結） 447 百万円（単体）

当期純利益 12,122 百万円（連結） 284 百万円（単体）

1株当たり 

当期純利益 
145 円 45 銭（連結） 148,221 円 27 銭（単体）

（注）吸収合併存続会社（当社）は、連結配当規制適用会社であります。 

吸収合併存続会社（当社）は、平成 27 年 10 月 1 日付において、2株を 1株に併合しており、

現在の発行済株式総数は、48,439,730 株となります。 

 

4. 合併後の状況 

（1） 本合併による当社の商号、事業内容、本店所在地、代表者、資本金の額及び決算期の変更はあ

りません。 

 



（2） 今後の見通し 

 本合併は、全額出資の連結子会社との合併であるため、連結業績に関しては、売上高、営業

利益、経常利益に及ぼす影響はありません。ただし、過去の両社間での固定資産売買取引に係

る繰延税金資産の取り崩しとそれに伴う法人税等調整額の計上により、連結当期純利益が 2,568

百万円減少、連結純資産も同額の減少要因となります。 

なお、本合併に伴う業績への影響を含めた業績予想の修正につきましては、本日公表の「業

績予想ならびに配当予想の修正(記念配当)に関するお知らせ」のとおりです。 

以上 


